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平成26年5月15日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 タ ケ エ イ 
代表者名 代表取締役社長 山口 仁司 

 （コード： 2151 東証第１部） 
問合せ先 取締役専務執行役員 輿 石  浩 
 （TEL 03-6361-6820）

 

富士車輌株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日（平成26年５月15日）開催の取締役会において、富士車輌株式会社（以下「富士車輌」）

を子会社化することを決議し、富士車輌の主要株主との間で株式譲渡契約を締結しましたので、以下

のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式取得の理由 

 

(1) 富士車輌について 

富士車輌は、大正14年、鍛圧機械の開発・製造販売を目的に創業いたしました。その後、地元有数

の名門企業として、日本経済の発展とともに順調に事業を拡大し、昭和29年には、東京証券取引所市

場一部（以下、東証一部）に上場を果たしました。以降、環境装置、環境プラント、車両、橋梁、鉄塔等

の製造販売から高圧容器及び化学機器、機械式立体駐車場の製造販売、と事業を多角化し、企業規

模を拡大していきました。しかしながらその後一転、様々な要因が重なって経営不振に陥り、平成13年２

月には民事再生法手続開始の申立を行うこととなり、あわせて同年５月には東証一部上場廃止となりま

した。経営再建策として、平成14年には、野村プリンシパル・ファイナンス株式会社を割当先とする減増

資を実施するとともに、従前のビジネスモデルを見直し、懸命な再建策を講じた結果、平成17年には民

事再生手続を無事終結いたしました。以後順調に業績を回復させ、平成20年6月には、それまでの株

主から、経営陣と従業員一体で全株式を買い受けることにより（MEBO=マネジメント＆エンプロイー・バ

イ・アウト）、まさに全役社員一丸となって事業経営に取り組み、その結果、平成21年3月期は売上高

88.7億円、営業利益3.8億円を計上し、第二の創業を果たすまでに至りました。 

その後、平成20年のリーマンショックによる日本経済の低迷、加えて同年の北京オリンピック後のスク

ラップ価格の急落等の外部環境の変化により、業績が低迷いたしておりました。しかしながら、ここにき

て直近の景気回復による設備投資意欲の盛り上がりにより、再び需要が喚起され収益動向も上向き傾

向に転じてまいりました。 

 

最近では、廃棄物・スクラップ関連機械設備を扱う『環境装置・環境プラント』と、バルクローリー車、ご

み収集車等を扱う『車輌』の2事業を中心に、さらには、長年培ってきた技術開発力を結集し、RPF（廃プ

ラスチック、雑古紙を主原料とする固形燃料）の製造設備、シュレッディングプラント等（次ページ写真参

照）のリサイクル・リユースプラントを今後の事業の新たな柱にすべく積極的に取り組んでおります。 

しかしながら、富士車輌としては、今後の成長戦略を考えたとき、「『プラント設備の開発製造』と『リサ
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イクルコンサルティング』の融合は、国内はもとより、その先の、海外展開を視野に入れた場合の必須条

件」との経営課題を抱えておりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

シュレッディングプラント 

 

 

 

 

 

 

 

 

RPF製造プラント 

 

(2) 当社について 

一方、当社は、廃棄物の処理を中心に、リサイクル手法、処理品目の拡大を押し進めてまいりました。

特に、建設系廃棄物の収集運搬・中間処理・再資源化・最終処分の事業においては、首都圏を中心に

長年にわたって取り組んでまいりました。また、平成23年の東日本大震災発生に伴う災害廃棄物処理

にも全社あげて対応し、一定の評価を頂くことができました。すでに公表しております計画中のプロジェ

クトについても、順調に開業のための準備を進めております。また、直近では、顧客サービス・事業の拡

大を狙い、また、2020年東京オリンピック開催を視野に、新規事業開発のほかＭ＆Ａや他社との協業・

提携についても積極的に進めております。（一例として、再開発に伴う旧設備・建屋の撤去・土壌対策・

廃棄物処理までをワンストップで提案できる体制を整えたほか、建設現場以外から排出される廃棄物の

処理についても取り扱いを拡大しております。） 

 

(3) 富士車輌子会社化の理由 

このように当社は、廃棄物のリサイクルを中核とした環境に関する統合型企業の形成を目指し、『事業

領域の拡充』『事業地域の拡充』『技術力の向上』を目的としたM＆A、アライアンスの構築により、全国

への事業展開を推進してまいりました。しかしながら、前記のとおり、今後法規制強化が見込まれる市場

環境に、これまで以上に迅速に対応し、成長分野と目されているリサイクル市場において、新たな事業

の創出を図り、さらには海外への事業展開を通してグローバル企業へと成長戦略を描いていくためには、

新たなビジネスモデルの構築が喫緊の課題であり、そのためにはそのベースとなる技術的な取り込みが

不可欠であると従前より認識いたしておりました。 
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そして、M&A戦略を一つの手段として、新たなビジネスモデルを構築し、当社の下記企業戦略を強く

推進していきたいと考えておりました。 

① 既存のリサイクル品の品質をより向上させ、また新たなリサイクル品を創り出し、再生資源として、

また、再生可能エネルギー燃料として、活用できる製造技術取得のための投資及び技術開発

を進めていくこと 

② あらゆる地域において、また、あらゆる種類の廃棄物処理を、同一品質・同一基準で対応でき

ること 

③ 公共サービス事業に直接的に関与すること 

④ 海外において当社の再資源化ノウハウを事業化させ、幅広く展開すること 

 

こうした背景から、当社におけるこれまでの事業内容からすると全く異質の機能を有する富士車輌の

ハードと、当社のノウハウを、融合させることにより、新しいビジネスモデルを創出し、新たな事業戦略の

展開が図れると判断し、今回子会社化することといたしました。 

 

２． 富士車輌との事業戦略 

 

当社は富士車輌を子会社化し、経営資源を統合することにより、新たなビジネスモデルの創出を企図

しております。 

 

(1) 新たなリサイクル手法の技術開発 

当社グループの既存のリサイクル品の付加価値化を企図した、設備機械の技術開発を共同で行い

ます。リサイクル品の使用者（需要家）の求める品質が担保できる設備機械を技術開発することにより、

素材化、製品化と高次のリサイクルが可能となり、同業他社との差別化による事業の拡充に繋がります。

再資源化事業にとって最も重要な、入口と出口をつなげる『技術的な裏付け』を目指します。 

 

(2) 環境事業の海外展開 

中国及び東南アジアを中心とした地域に対して、富士車輌（ハード＝廃棄物処理プラント）と当社（ソ

フト＝廃棄物処理サービス、ノウハウ＝運用方法）の経営資源を機能的に融合することにより、日本と同

一基準、同一品質の廃棄物の処理・再資源化事業をインフラ整備事業の一環として事業を展開してい

きます。 

 

(3) 一般廃棄物等の公共サービス事業への参入 

両社の経営資源を機能的に融合することにより、PFI等を活用した一般廃棄物処理に係る公共事業

（焼却炉、最終処分場等）、及びその他公共サービス事業に直接的に参画することを目指します。 

 

(4) 技術開発とリサイクルスキームの融合による新たなビジネスモデルの創出 

そして、将来的な戦略として、（1）に記載の技術開発された設備機械を単に販売するだけではなく、

複数の企業と連携して、その設備機械で製造される同一基準、同一品質のリサイクル品（発電燃料）を

買取り、また同等品をそれ以外の製造者から買取り、大口需要家（発電業者、電炉メーカー等）向けに

販売するサービスを付加したパッケージとして、設備機械の導入を提案します。さらにその先、最終的

には、現在当社が取り組んでおりますバイオマス発電事業に加え、廃棄物由来の燃料を活用し、自らが
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主体となって、発電事業への参入も検討します。こうした設備機械の汎用化及びサービスの付加価値

化にとって、富士車輌の持つ技術が最大限発揮され、有効に機能するものと確信しております。 

 

 

(5) 当社グループ会社における設備機械、車両等のメンテナンス等の内製化 

当社グループの現業における設備機械及び車両等のメンテナンス・修繕等の業務を内製化し、それ

ら業務を標準化、一元管理することにより、事業の効率化、原価の低減を図ります。 

 

３． 異動する子会社（富士車輌株式会社）の概要 

 

（1） 会社商号 富士車輌株式会社 

（2） 代表者 津田 弘史 

（3） 本社所在地 滋賀県守山市千代町 13 番地 1 

（4） 設立年月日 昭和 19 年 2 月 28 日 

（5） 主な事業内容 環境装置・環境プラントの開発・製造・販売 （廃棄物処理機械、スクラップ

処理機械、各種処理プラントの製造・メンテナンス） 

特殊車輌の開発・製造・販売 （バルクローリー、ごみ収集車等の製造・メン

テナンス） 

（6） 資本金 250 百万円 

（7） 発行済株式総数 1,000,000 株 

（8） 株主構成 津田 弘史 

従業員持株会 

西浦 正明 

松木 寛 

341,000 株

103,000 株

56,000 株

56,000 株

（34.1％）

（10.3％）

（5.6％）

（5.6％）
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※上記業績は財務デューデリジェンス実施前の数値を用いております。 

 

４． 株式の取得先 

 

津田弘史氏（富士車輌株式会社 代表取締役 住所：滋賀県守山市）を含む、富士車輌主要株主 

  複数名  計 693,000 株 （議決権所有割合 72.6％） 

※当社と上記株主との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません（関係者及び関係会社を含む）。 

 

なお、当社は、その他既存株主からの株式譲り受けにより発行済株式総数の 100％の株式取得を目

指しております。今後、本日より 6 月 20 日までの間に、富士車輌代表取締役津田弘史氏が上記株主以

外の既存株主より株式を取得し当社に譲渡する予定となっており、当社が取得する最終的な取得株式

数は、6 月 20 日に改めて開示いたします。 

 

５． 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

 

（1） 異動前の所有株式数   0 株    （議決権所有割合   0％） 

（2） 取得株式数       693,000 株 超 

（3） 取得価額 

 富士車輌株式会社の普通株式  1 株当たり 1,600 円 

  <取得株数 693,000 株とした場合の株式取得価額> 

 株式取得価額   1,108,800,000 円 

 アドバイザリー費用等    39,100,000 円 

 合計    1,147,900,000 円 

木下 哲男 

佐藤 祥史 

その他株主 

56,000 株

50,000 株

338,000 株

（5.6％）

（5.0％）

（33.8％）

（9） 上場会社と当該会

社との関係 

当社と当該会社、当社の関係者及び関係会社、当該会社の関係者及び関

係会社の間に、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

（10）最近事業年度における業績の動向 

平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 

純 資 産 4,721 百万円 4,323 百万円 4,290 百万円

総 資 産 6,321 百万円 6,085 百万円 6,058 百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 4,985.38 円 4,532.10 円 4,497.02 円

売 上 高 4,246 百万円 4,004 百万円 4,315 百万円

営 業 利 益 10 百万円 △306 百万円 33 百万円

経 常 利 益 23 百万円 △292 百万円 47 百万円

当 期 純 利 益 18 百万円 △393 百万円 △35 百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 20.33 円 △413.73 円 △36.78 円

１ 株 当 た り 配 当 金 80 円 －円 －円
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  <全株式（自己株式を除く）954,000 株を取得した場合の株式取得価額> 

 株式取得価額   1,526,400,000 円 

 アドバイザリー費用等    39,100,000 円 

 合計    1,565,500,000 円 

（4） 異動後の所有株式数    693,000 株 超 （議決権所有割合 72.6％ 超） 

（注）取得価額の算定にあたりましては、第三者機関に財務デューデリジェンス、法務デューデリジェンス及び企業価値算

定を依頼し、DCF 法に基づき算出された株式価値を勘案し、取得価額を決定いたしました。 

 

６． 日程 

 

（1） 取 締 役 会 決 議 日   平成 26 年 5 月 15 日 

（2） 株式譲渡契約締結日   平成 26 年 5 月 15 日 

（3） 株 式 取 得 日   平成 26 年 6 月 20 日 

 

７．今後の見通し 

 

当該連結子会社の異動が当社の今期連結業績に与える影響については現在精査中ですが、富士

車輌の平成25年3月期決算相当額程度あるいはそれを上回る影響が想定されます。あわせて、当社の

連結財務諸表上にのれん（または負ののれん）の発生を見込んでおります。 

今期連結業績に与える影響が確定次第、改めて業績予想の修正を行う予定です。 

 

 

以上 


